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( 大臣官房文教施設企画部 )

前 年 度 平成 28年度 比 較 増

事　　　　　　　　　　項 うち「復興

予 算 額 要 求 額 特別会計」 △ 減 額

千円 千円 千円 千円

　［うち　「優先課題推進枠」　 13,619,315 ]
　［うち　「復興特別会計」　 0 ] ( 1,880,000 )

199,298,600 208,899,200 0 9,600,600 1. 公立学校施設整備費負担金 50,108,519 ( 43,068,000 )

　［うち　「優先課題推進枠」　 158,666,681 ]
　［うち　「復興特別会計」　 0 ] ( 138,532,000 )

2. 学校施設環境改善交付金 158,666,681 ( 156,050,600 )

3. 124,000 ( 180,000 )
補助率差額

　［うち　「復興特別会計」　 3,656,098 ] ( 2,577,886 )
公立学校施設の 18,941,177 23,167,712 22,813,184 4,226,535 1. 3,684,006 ( 2,602,284 )
災害復旧事業

　［うち　「復興特別会計」　 19,157,086 ] ( 16,016,741 )
2. 19,483,706 ( 16,338,893 )

　［うち　「優先課題推進枠」　 28,477,705 ]
　［うち　「復興特別会計」　 773,092 ] ( 2,819,196 )

国立大学等施設の整備 52,636,016 64,313,664 773,092 11,677,648 1. 国立大学法人 60,293,482 ( 49,102,863 )
施設整備費補助金

［他に財政融資資金］ [41,146,563] [37,933,731] [△ 3,212,832]

　［うち　「優先課題推進枠」　 1,623,380 ]
2. 国立大学法人先端研究等 1,628,778 ( 1,152,748 )

施設整備費補助金

　［うち　「優先課題推進枠」　 2,378,010 ]
　［うち　「復興特別会計」　 0 ] ( 1,126,820 )

3. 独立行政法人 2,391,404 ( 2,380,405 )
国立高等専門学校機構

施設整備費補助金

文教施設の整備充実に 454,785 371,950 441 △ 82,835 1. 文教施設に関する 44,106 ( 33,906 )
必要な経費等 整備指針等の策定

(1) 多様化する学習内容・ 44,106 ( 33,906 )
方法等の変化に対応した

学校施設等の整備推進

2. 文教施設の防災対策の 56,981 ( 174,425 )
強化・推進

(1) 防災対策の強化・推進 548 ( 558 )

(2) 学校施設の耐震化等 56,433 ( 173,867 )
防災機能の強化

3. 文教施設の環境対策の推進 28,736 ( 27,240 )

(1) 環境を考慮した学校施設の 28,736 ( 27,240 )
整備推進

　［うち　「復興特別会計」　 441 ] ( 1,722 )
4. 公立文教施設事務経費等 195,681 ( 188,655 )

5. 国立大学法人等施設事務経費 46,446 ( 30,559 )

文教施設整備に係る 177,843 190,449 0 12,606
政府調達の電子化の推進

福島県双葉郡中高一貫校 552,105 2,613,183 2,613,183 2,061,078
設置事業（施設関係）

272,060,526 299,556,158 26,199,900 27,495,632

［他に財政融資資金］ [41,146,563] [37,933,731] [△ 3,212,832]

備　　　　　　　　　　　　　　考

  平成２８年度概算要求主要事項

公立諸学校建物其他

公立学校施設の老朽化対策

改善等の推進

北方領土隣接地域振興等事業

を中心とした教育環境の

公立諸学校建物其他

文 教 施 設 企 画 部 計

災害復旧費補助金

災害復旧費負担金
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　◎義務教育学校制度化に伴う補助制度の拡充

学校施設は児童生徒の学習・生活の場であり、より良い教育活動を行うため

には、その安全性・機能性の確保は不可欠である。

しかしながら、学校施設は、建築後２５年以上経過し、改修が必要な建物の

面積が全体の約７割を占めるなど老朽化は深刻な課題となっている。

このため、安全を確保し、質の高い教育活動を支えられるよう老朽化への対応

を図るなど、教育環境の改善を推進するとともに、耐震化及び防災機能強化に取

り組む。

公立学校施設の老朽化対策を中心とした教育環境の改善等の推進

平成２８年度要求額 ２０８，８９９百万円 前年度予算額 １９９，２９９百万円

うち一般会計 58,887百万円

復興特別会計 140,412百万円

◆内 容

平成２８年４月から新たな学校種である義務教育学校が創設されることとなったため、学校施設環

境改善交付金においても、所要の制度改正を行う。

内訳：一 般 会 計：２０８，８９９百万円

※沖縄分については内閣府において計上

◆建 築 単 価

対前年度：＋２．２％（資材費、労務費等の上昇分）
※小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合

２７年度：１７２，１００円／㎡ → ２８年度：１７５，９００円／㎡

◆補助制度の改正

♦老朽化対策を含む教育環境の改善

教育環境を改善するため、長寿命化による対応を含む老朽化対策、空調設置、トイレ改修、

給食施設整備等を推進。

♦耐震化及び防災機能強化の推進

学校施設の耐震化（非構造部材の耐震対策を含む）を推進するとともに、災害時には地域

住民の避難所としての役割を果たす学校施設の防災機能強化への取り組みを支援。

♦小中学校等の教室不足への対応等

小中学校・特別支援学校の教室不足に対応するための新築・増築、学校の統合に係る新

築・改修事業等に係る施設整備。

◆概算要求額（公立学校施設整備費）
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（別 紙） 平成２８年度概算要求（制度改正）

【背景】

学校教育法等の一部を改正する法律（平成27年法律第46号）が本年６月に成立し、小

中一貫教育を実施することを目的とする新たな学校種である義務教育学校が創設された

（平成２８年４月１日施行）。

また、同法により、義務教育学校が、現行の小・中学校と同様に、義務教育諸学校等

の施設費の国庫負担等に関する法律（昭和33年法律第81号）第12条に基づく学校施設環

境改善交付金の適用を受けることとされたところ。

以上を踏まえ、学校施設環境改善交付金において義務教育学校を小・中学校と同等の

制度内容として位置づける所要の措置を行う。

義務教育学校制度化に伴う補助制度の拡充

【制度概要】

補 助 率：小・中学校施設の整備と同一

補助上下限：小・中学校施設の整備に準じて設定

（例）

・大規模改造（老朽）事業など

上限額 原則 ４億円（過去急増市町村にあたっては６億円）

下限額 原則 ７千万円

・防災機能強化事業など

上限額 原則 ４億円（過去急増市町村にあたっては６億円）

下限額 原則 ４百万円

工 事 内 容：小・中学校施設の整備と同一

【効果】

○ 義務教育学校における教育環境の確保
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公立学校施設の災害復旧事業

平成２８年度 要求額 ２３，１６８百万円 （前年度 １８，９４２百万円）

東日本大震災によって被害を受けた公立学校の復旧（土地取得費を含む）や豪雨、台風
等の一般災害からの復旧に係る経費を国が財政的に支援することにより、公立学校施設
の復旧・学校教育の円滑な実施を確保する。

①建物の新築復旧の単価改定

（基本単価部分）

対前年度：＋２．２％（資材費、労務費等の上昇分） ※公立学校施設整備費の建築単価を準用

２７年度：１７２，１００円／㎡ → ２８年度：１７５，９００円／㎡ （小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合）

（加算単価部分）

東日本大震災からの復旧事業については、基本単価に加え、被災地における資材費、労務費等の上昇を

考慮した相応の額を特別加算として措置。

特別加算額：３９，３００円／㎡ （小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合）

②国の現地調査後における資材費、労務費等の上昇への対応

査定事業費の３０％以内かつ５千万円以下のアップについては、軽微な変更として国費を追加交付

東日本大震災分（復興特別会計）：２２，８１３百万円 （前年度 １８，５９５百万円)
一般災害分（一般会計） ： ３５５百万円 （前年度３４７百万円）

東日本大震災の復旧にかかる予算措置については平成２３年度以降以下のとおり。
なお、平成２８年度末で約９９％（平成２７年度末は約９８％）の復旧事業が完了する
見込みである。（※福島県の避難指示区域に所在する学校を除く。）

①平成２３年度第１次～３次補正（一般会計） １４７，９１２百万円

②平成２４年度（復興特別会計） １４，７１１百万円

③平成２５年度（復興特別会計） ２１，２３３百万円

④平成２５年度補正(復興特別会計） ５，１２８百万円

⑤平成２６年度（復興特別会計） １７，０９１百万円

⑥平成２６年度補正（復興特別会計） ７，４３５百万円

⑦平成２７年度（復興特別会計） １８，５９５百万円

合計 ２３２，１０５百万円

◆概算要求額（公立学校施設の災害復旧）

◆内 容

◆これまでの予算措置状況（東日本大震災分）
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  国立大学等施設の整備   
 

 

◆概算要求額（国立大学法人等施設整備費） 

平成２８年度要求額 ６４，３１４百万円（前年度 ５２，６３６百万円） 

内訳 ： 一 般 会 計       ：    ６３，５４１百万円 
復 興 特 別 会 計       ：       ７７３百万円 

（復興庁一括計上） 

[他に 、財政融資資金３７，９３４百万円（前年度４１，１４７百万円）] 

 
 

◆内  容  

 

次期国立大学法人等施設整備５か年計画策定に向けた検討の状況を踏まえ、著しく進行す

る国立大学等施設の老朽化に対し、安全・安心な教育研究環境の基盤の長寿命化や耐震化を

図りつつ、国立大学法人等の機能強化等へ対応するため、最先端研究施設の整備や附属病院

の再開発整備など、計画的・重点的な施設整備を推進する。 

 

【国立大学法人等施設整備事業】     

       

◆安全・安心な教育研究環境の基盤の整備 

○施設の耐震化（非構造部材の耐震対策含む）や老朽施設の改善 

○機能劣化の著しい基幹設備（ライフライン）の計画的な更新等 

 

◆国立大学等の機能強化等変化への対応 

○高度化・多様化する教育研究活動に対応する最先端研究施設の整備 

○地域医療・先端医療等の拠点となる附属病院の再開発整備 
 

 

◆予定事業数  

 

＜一般会計＞ 
    ○新規事業  ２２７事業（新しい日本のための優先課題推進枠要望を含む） 
     ・耐震対策（非構造部材の耐震対策含む）             ７９事業 
     ・老朽化対策等                          １２４事業 
      ・最先端研究施設の整備                      ２事業 

・大学附属病院の再生                           ２２事業 
      

○継続事業    ７３事業   
 

＜復興特別会計＞ 
  ○継続事業     １事業 

     ・災害復旧事業 
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文教施設の整備充実に必要な経費等

平成２８年度 要求額 44,106千円 （前年度 33,906千円）

多様化する学習内容・方法等の変化に対応した学校施設等の整備推進

①学習指導要領の改訂に応じた学校施設の在り方についての検討

②小中一貫教育に適した学校施設及び学校施設の複合化に関する実証研究の実施

③学校施設の老朽化対策の推進

・耐力度調査の見直しに向けた調査研究の実施

・学校施設の長寿命化改修に係る事例集の作成

・学校施設の老朽化対策に関する調査研究の実施

・学校施設の個別施設計画策定を支援する事業の実施

・老朽化対策推進のための講習会の開催

１．文教施設に関する整備指針等の策定

２．文教施設の防災対策の強化・推進

平成２８年度 要求額 56,981千円 （前年度 174,425千円）

学校施設の耐震化等防災機能の強化

①学校施設の耐震化等の推進
・非構造部材の耐震化ガイドブックを踏まえた対策事例の収集、分析及び耐震対策事例集

の改訂
・耐震化推進に関する相談窓口の設置及び講習会の開催

②学校施設の耐震化等防災機能の強化

・南海トラフ地震等に伴う学校施設の津波対策や指定避難所となる学校施設に求められる

防災機能等についての実証研究（学校施設の防災力強化プロジェクト）の実施

③非構造部材の耐震対策加速化事業
・片持ち構造となっている屋内運動場の横連窓等、落下すると重大な事故が起こる可能性の
ある非構造部材について実証研究を実施
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３．文教施設の環境対策の推進

４．その他 （※「国立大学法人等施設事務経費」の一部）

平成２８年度 要求額 28,736千円 （前年度 27,240千円）

環境を考慮した学校施設の整備推進

①環境を考慮した学校づくりに関する調査研究
・スーパーエコスクール実証事業の成果を踏まえた学校施設における環境対策の検証

・学校施設のゼロエネルギー化（スーパーエコスクール）の推進を図るための普及啓発を

目的とした研修会等の開催

②学校施設整備における木材活用の推進

・木材を活用した学校施設の整備推進のための講習会の開催

・木材を活用した学校施設の実証的研究（木の学校づくり先導事業）の実施
・木造校舎に係る規定の緩和や整備手法等に対応した「木の学校づくり」手引書の更新

③省エネルギー対策の強化
・学校施設等の省エネルギー対策に関する検討、普及啓発
・省エネ法に基づく指導・助言のための現地調査の実施及び講習会の開催

①国立大学法人等施設の中長期的な整備方針の策定等

平成２８年度 要求額 10,651千円 （前年度 7,840千円）

・今後の国立大学等施設の整備の在り方に関する検討（屋内外の交流空間に係る検討

や附属病院施設の防災機能強化に係る検討等）

②民間のノウハウ等を活用した新たな整備手法による事業の案件形成・推進

平成２８年度 要求額 19,267千円 （前年度 6,235千円）

・PPP/PFI手法による事業の案件形成の検討等

③大学等施設の整備に係る基準等の策定等

平成２８年度 要求額 4,506千円 （前年度4,646千円）
・技術的基準等の策定、普及啓発
・施設マネジメントの推進に関する調査研究、普及啓発
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